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１２国民春闘勝利４・１２中央行動
 桜舞う霞が関、全労連・国民春闘共闘委員会は１２日、東京春闘共闘と共同で「１２国民春闘勝利４・１２中央行動」にとりくみました。午前中の国土交通省、経済産業省、財務省、総務省前要求行動につづき、正午からは「消費税大増税ストップ！４・１２国民集会」（写真）に集結し、国会に向け5000人を超える大デモ行進を行いました。午後からは、ディーセント・ワーク、原発ゼロ、有期労働契約規制強化を求め国会議員要請、院内集会を展開しました。
国連人権理事会　第２回ＵＰＲ（定期的普遍審査）のためのＮＧＯ情報提供として婦団連が意見書を提出
婦団連は、国連人権理事会の提起審査に向けて、日本の女性の置かれている状況についての意見書を提出しました（意見書添付）。報告では、日本政府が「人権条約実施に関する報告やＵＰＲにあたって、政府がＮＧＯの意見を報告へ反映する場合不十分であり、改善が必要である」と指摘し、「第１回ＵＰＲ結果、ＣＥＤＡＷ（女性差別撤廃委員会）２００９年「総括所見」、及びそのフォローアップ審査結果（2011年11月）に沿って、日本の女性の人権状況を述べ」るものとして提出したものです。
報告書では「ＣＥＤＡＷフォローアップ事項とされた。フォローアップ審査結果では、第3次男女共同参画基本計画（2010～2015年）が評価されている。しかし、『計画』には多数の目標が掲げられているがその実施の保証はない。現に、策定１年後の動向（政府発表）を見ると目立った成果はなく、重要な項目で後退すらしている。男女賃金格差は正規労働者でも６９.３と前年より拡大し、対策の遅れを示している。民間企業の課長職以上の女性割合は第3次計画策定後１年間に６.５％から６.２％と後退した。ポジティブ・アクション取組企業数の割合も30.2%から28.1％へ後退し、『2014年までに40%』という低すぎる『計画』目標の達成も見通しがない」と指摘しています。
５０歳雇用選択制度廃止と引き換えの賃金切り下げ大改悪は許さない！

　ＮＴＴグループ各社は、４月５日、通信労組に対して「今後の事業運営等を踏まえた処遇体系の再構築」と題する説明資料を提示しました。

それによれば、来年度から「処遇体系の再構築」と称して、世代毎の「ワークステージ」に応じた新たな処遇体系（評価・賃金制度）を導入するとともに、６０歳超継続雇用スキームの創設と雇用形態・処遇体系の選択（「５０歳退職・賃下げ再雇用」制度）を廃止するとしています。

「５０歳退職・賃下げ再雇用」制度は、２００１年に、ＮＴＴ（持株会社）が利益極大化のために導入させた制度で、それまで長年にわたって保障されていた地域採用・地域勤務の約束を反故にし、遠隔地配転の脅しで５０歳を超える労働者に賃金３０％カットの「退職・再雇用」を強要するといものでした。通信労組、全労連は「11万人リストラ反対」「50歳退職・賃下げ再雇用制度の導入反対、廃止を」の要求を掲げて運動を行ってきました。また、退職・再雇用に応じなかった労働者への報復・見せしめの遠隔地配転に対しては、全国で配転無効の確認を求めて裁判でたたかい、育児・介護休業法まで無視した差別的意図に基づく業務上の必要性のない配転は違法との判決を勝ち取ってきた。こうした違法・脱法の制度が、多くのＮＴＴ労働者と世論の厳しい批判を受ける中で、今回、廃止されることはこれまでのたたかいの成果です。

しかし、今回の「処遇体系の再構築」提案は、「５０歳退職・賃下げ再雇用」制度の廃止と引き換えに、現行賃金制度の原資をそのままにして６５歳までの雇用を確保するためと称して、若年世代からの基本賃金引き下げを骨格とする賃金制度を大改悪するものとなっています。通信産業労働組合は「５０歳雇用選択制度廃止と引き換えの賃金切り下げ大改悪は許さない」と運動を強めています。
生協労連女性部会メールニュースＮＯ11から
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　生協労連女性部会では、毎年の春闘にあわせて統一要求を作成し、生き生きと働き続けたいと願う女性たちの要求実現に向けてとりくんでいます。また、毎年２～４月を『母性保護月間』として、母性を考え、ずっと働き続けられる職場をつくるためのとりくみもおこなっています。
　毎年これらの時期にあわせて、リーフレット・ポスターを作成しています。
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　　　　学習会　安心して働いていますか？
　労働者派遣法・パート労働法・有期労働契約法　はたらく権利を守る法律を！
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　（東京労連女性センターニュースから）東京地評女性センター連絡会は、今国会に、労働者の働き方に関わる法案がさまざま議論されていることに関して、学び・行動しようと、３月１７日（土）、新宿農協会館で学習会を開催しました。
　「安心して働いていますか？　労働者派遣法・パート労働法・有期労働契約法など　はたらく者の権利を守る法律を！」と題した学習会には、８単産１地域から３５人が参加しました。
　講師には、東京法律事務所の今野久子弁護士を迎え、パートなど非正規で働く仲間の現状から法律の内容や問題点などをわかりやすく話して頂きました。
　今野先生は、非正規労働者は、①雇用期間の有無、②労働時間が短時間、③間接雇用か直接雇用かなどの特徴があり、これらの組み合わせで、雇用の不安定・劣悪な労働条件が生じていると説明。「多様なはたらき方」の名のもとに、非正規労働者が増大している。特に女性の半分近くが非正規労働者であることを示し、女性の働き方を変えようと訴えました。３つの法案について、パート労働法では、「均等待遇」原則を勝ち取ること。有期労働では、雇う時（入口）と契約が切れる時（出口）の規制を行うこと。派遣法では、対象業務の制限・派遣期間の制限、常用代替にさせないことを明確化させることが大切だとして、組合として大いに頑張ってほしいと期待の声を上げました。（残念ながら派遣法は、３月２６日に何の規制もない法律が成立しました。）
　交流では、公務の職場では、非正規労働が想定されていないため、「任用」の名で、労働者の権利がないがしろにされていること。公務職場にも、パート労働法などを適用させることが運動の一つであることなどが出されました。
参加者からは、「日本の非常識な働かせ方を一刻も早く改めていかなければ、未来がないと感じた」「運動を広げて、働きやすい世の中をというエールを受け取った」「正規雇用が当たり前の社会をつくらなければと思った」などの感想が寄せられ、今後の取り組みを強めていくための良い学習会となりました。　
橋下大阪市長が打ち出した「市政改革プラン（ＰＴ）試案」
市民サービス、バッサリ切り捨てにＮＯ！
　（大阪労連女性部ニュースＮＯ7から）橋下市長が発足させた「改革プロジェクトチーム（ＰＴ）」が「大阪市の施策・事業の見直し試案（ＰＴ試案）」を発表しました。住民サービスを中心に１０４もの事業を削減・廃止し総額５４８億円をカットする。大阪市をバラバラにし、「大阪都構想」への移行を前提にしたＰＴ試案は、区民センターや区民プールを８～９に減らすなどむちゃくちゃなものです。私たち働く女性にとっても犠牲が押し付けられる「１歳児保育特別対策費」廃止、「保育料軽減措置」見直し、「学童保育補助金」廃止など働きながら子育てしている子育て世代の人達にとって安心して子供を託す場がなくなります。また、男女共同参画センター（クレオ大阪）は全廃するなどとんでもない計画を盛り込んでいます。また、「敬老パス」の半額負担や国民健康保険の引上げ、市民病院事業会計への一般会計からの繰り入れ削減など住民のいのちにかかわる施策の切り捨ては許せません。
　橋下市長は「大阪市民は非常に贅沢な住民サービスを受けている」などと言っています。これまで切実な市民各層の要求で行われきた施策を「ぜいたく」で片づけ自治体の根本的役割を投げ捨て、不要不急の「なにわ筋線」や「巨大カジノ」誘致を推し進めようとしています。そして、橋下「大阪維新の会」の最大目標である「大阪都構想」をやりとげることに必死です。
　橋下市長は、「ＰＴ試案」を５月上旬に「素案」を示してパブリックコメントを実施し、６月に「案」としてまとめ、７月に市議会でこれにもとづく補正予算を策定するという強行スケジュールを示しています。
「ＰＴ試案」の市民サービス切り捨ての内容が、あらゆる世代に負担を押し付け、くらしを破壊するものであるかを市民、また大阪市民だけの問題ではなく大阪府下自治体にもおよぶ危険性を府民にも知らせていき、大きな共同の輪で「試案」の撤回を求める取り組みをすすめましょう。



4月11日、142名が東京高裁に控訴しました。
「首切り自由の」社会を許さず、安全第一のJALの再建に向けて‐
　乗員原告７６名中７１名、客乗原告７２名中７１名の合計１４２名が、東京地裁の判決を不当であるとして、４月１１日、東京高裁に控訴しました。地裁判決を覆し、整理解雇無効の判決を勝ち取るために、今後国民的大運動を展開することが必要です。
●情報●

●災害時における男女共同参画センターの役割調査報告書を公表／内閣府
東日本大震災に際して、被災地の男女共同参画センター及び全国各地の主な男女共同参画センターの被災者支援や災害・復興対応について、内閣府男女共同参画局と特定非営利活動法人全国女性会館協議会、公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会が調査を実施しました。男女共同参画センターの災害時における役割と課題を検証しました。
http://www.gender.go.jp/yrep.html
●ＪＩＬＰＴディスカッションペーパー 12-06
　『限定正社員の活用目的に関する一考察―雇用区分の動態性に注目して―』
　職種や勤務地に限定のある正社員（限定正社員）の企業内の活用目的を分析。その結果、活用目的について、正社員に要する人件費を抑制しつつ、企業内昇進の競争環境を再整備する、という面が窺えた。この区分の導入は、非正規社員の正社員化の方策の一つとして期待できるとの考えも示している。
　　http://www.jil.go.jp/institute/discussion/2012/12-06.htm
●ＪＩＬＰＴ資料シリーズ No.104『労働時間規制に係る諸外国の制度についての調査』
　　http://www.jil.go.jp/institute/chosa/2012/12-104.htm
●「被用者年金一元化法案」を閣議決定
　政府は13日、「被用者年金一元化法案」を閣議決定した。主な柱は（１）現在共済年金に加入している公務員及び私学職員は厚生年金に加入することとし、２階部分の年金は厚生年金に統一する（２）共済年金の１・２階部分の保険料を引き上げ、厚生年金保険料率（上限18.3％）に統一する（３）共済年金にある公的年金としての３階部分（職域部分）は廃止し、廃止後の新たな年金については別に法律で定める――など。
　　http://www.kantei.go.jp/jp/kakugi/2012/kakugi-2012041301.html
　　（法律案概要／厚労省）
　　http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/soumu/houritu/dl/180-54.pdf
　　（第180回国会提出法律案／厚労省）
　　http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/soumu/houritu/180.html
●２０５０年へ向けた日本の総合戦略について報告書発表／経団連・２１世紀政策研究所
　経団連の21世紀政策研究所は16日、2050年の世界経済と日本財政をシミュレーション分析したうえで、日本が取り組むべき課題と戦略について問題提起した報告書「グローバルＪＡＰＡＮ－2050年シミュレーションと総合戦略－」を発表した。日本を「課題先進国」と位置づけて、人材、経済・産業、税・財政・社会保障、外交・安全保障の各分野ごとに論点と提言をまとめている。
　　http://www.21ppi.org/pdf/thesis/120416.pdf
●大手企業９４．８％、新入社員の初任給据え置き／労務行政研究所
　労務行政研究所は16日、東証１部上場企業の2012年度新入社員の初任給調査の結果を発表した。初任給を据え置いた企業は前年度と同率の94.8％だった。初任給の平均金額は大学卒20万4,782円、高校卒16万883円で、前年度と比べ、それぞれ213円、17円の上昇にとどまった。
http://www.rosei.or.jp/research/pdf/000056713.pdf
●母性保護のための「女性労働基準規則」を改正／厚労省
　厚生労働省は10日、母性保護のために、生殖機能などに有害な化学物質が発散する場所での女性労働者の就業を禁止する「女性労働基準規則（女性則）の一部を改正する省令」を公布した。施行日は2012年10月１日。　　http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000027poc.html
●７割弱が勤務先の支援策に不満／第一生命、「介護と仕事の両立」正社員調査
　第一生命保険は12日、全国の親の介護経験がある正社員953 名に聞いた「介護と仕事との両立に関するアンケート調査」の結果を発表した。介護のために仕事を辞めたいと思うことがある人のうち、69.0％が「勤務先の両立支援制度」に、51.2％が「家族の中での介護分担」に不満を感じていることがわかった。　　http://www.dai-ichi-life.co.jp/company/news/pdf/2012_004.pdf
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